
ソト，二酸化窒素の5種の物質を対象に検討した。

その結果，二酸化硫黄については，昭和49年に策定した仙台湾地域公害防止計画において独自

の総量規制方式を導入し，仙台湾地域13市町を対象にその削減を図ってきたこと，さらに，環境

庁において大気汚染防止法に基づく総量規制を行うために，昭和52年に「総量規制マニュアル」

を示したことから本県全域の二酸化硫黄の数量化が可能であり，よって本計画の対象項目とした。

二酸化窒素については，仙台湾地域公害防止計画において，発生源ごとに総量を算出した経緯

があること，また，環境庁において，昭和53年に「窒素酸化物に係る総量規制マニュアル（素案）」

を示したことから二酸化窒素の数量化が可能であり，よって本計画の対象項目とした。

一酸化炭素については，主要発生源である自動車からの排出ガス規制が強化されたことによっ

て，環境濃度は環境基準を相当程度下回っており，将来においても現状を維持できるものと考え

られるので，本計画の対象項目から除外した。浮遊粒子状物質については，各種発生源の実態は

擾及び汚染予測手法の開発が十分でないこと，また，光化学オキシダントについては，詳細な発

生パターソなど未解明の部分があることから，ともに今後の科学的知見に待つことにして本計画

の対象項目から除外した。

2．水　　　質

水質汚濁に係る環境基準としては，人の健康の保護に関するもの（以下「健康項目」という。）

及び生活環境の保全に関するもの（以下「生活環境項目）という。）がそれぞれ設定されている。

しかしながら，一般に水質の汚濁指標として用いられているのは，生活環境項目のうち，河川に

おいては生物化学的酸素要求量（以下「BOD」という。），湖沼，海域にあっては化学的酸素

要求量（以下「COD」という。）であることから，これらを対象に検討した。

その結果，昭和49年に策定した仙台湾地域公害防止計画においてBOD並びにCODを汚濁指

標として，各水域ごと，各環境基準点ごとに汚濁負荷量を算出した経緯があること，さらに，環

境庁において，水質汚濁防止法の改正及び瀬戸内海環境保全特別措置法の施行により，COD

を対象項目とした総量規制を実施して汚濁負荷量の削減を図ることとしていることから，本県に

おける各公共用水域においても，BOD，CODを用いて数量化が可能であり，よって，本計画

の対象項目とした。

健康項目については，もともと環境におけるその濃度は，環境基準値以下を維持して人の健康

の保護をこ努める必要がある特定の物質に関するものであり，法令による排出規制により対処され

るべきものであるため，本計画の対象項目から除外した。

－6－

また，閉鎖性水域中

では数量化ができなl

3．騒　　　音

騒音に係る環境基

係る基準，新幹線鉄

て，県全域についてj

その結果，航空稀■

いう特性から，これ

とが可能であり，よ

なお，航空機騒音

対象項目とした。

4．地盤沈下

地盤沈下について

とを検討した。しか

これら資料が整備さ

地下水盆ごとに軟弱

計画の対象項目とし

5．振動・悪臭

振動，悪臭につし

した。

6．土壌汚染

土壌汚染について

康を損なう恐れが磨

ることが目的であり

ので，本計画の対象


